
別紙３ 

  

 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（※通

所系サービスに係る過去の通知の抜粋） 

 

〇新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて 

（第８報）＜令和２年４月１０日付介護保険最新情報 Vol.８１６＞ 

 

問１ 今般の新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、通所介護事業所において訪問サービスの提供

等を行った場合、居宅介護支援の業務や居宅サービス計画の変更については、どのような取扱いが可能

か。 

（答）通所介護事業所が新型コロナウイルス感染症対策として、当該事業所の利用者に対して、当初の計

画に位置付けられたサービス提供ではなく、時間を短縮しての通所サービスの提供や、訪問によるサ

ービスの提供を行う場合、事前に利用者の同意を得た場合には、サービス担当者会議の実施は不要と

して差し支えない。 

また、これらの変更を行った場合には、居宅サービス計画（標準様式第２表、第３表、第５表等）

に係るサービス内容の記載の見直しが必要となるが、これらについては、サービス提供後に行っても

差し支えない。 

なお、同意については、最終的には文書による必要があるが、サービス提供前に説明を行い、同意

を得ていれば、文書はサービス提供後に得ることでよい。 

 

〇新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて 

（第２報）＜令和２年２月２４日付介護保険最新情報 Vol.７７０＞ 

 

・都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場合における取扱いについて 

＜算定方法（通所系サービスの場合）＞ 

提供したサービス時間の区分に対応した報酬区分（通所系サービスの報酬区分）を算定する。 

ただし、サービス提供時間が短時間（通所介護であれば２時間未満、通所リハであれば１時間未満）の

場合は、それぞれのサービスの最短時間の報酬区分（通所介護であれば２時間以上３時間未満、通所リハ

であれば１時間以上２時間未満の報酬区分）で算定する。 

なお、当該利用者に通常提供しているサービスに対応し、１日に複数回の訪問を行い、サービスを提供

する場合には、それぞれのサービス提供時間に応じた報酬区分を算定できるものとするが、１日に算定

できる報酬は居宅サービス計画書に位置付けられた提供時間に相当する報酬を上限とし、その場合は、

居宅介護サービス計画書に位置付けられた提供時間に対応した報酬区分で算定する。 

※ なお、居宅サービス計画書に基づいて通常提供しているサービスが提供されていた場合に算定できて

いた加算・減算については、引き続き、加算・減算を行うものとする。ただし、その他新型コロナウイル

ス感染症の患者等への対応等により、一時的に算定基準を満たすことができなくなる場合等については、

「令和元年台風第 19 号に伴う災害における介護報酬等の取扱いについて」における取扱いに準じること



に留意されたい。 

 

〇新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて 

（第４報）＜令和２年３月６日付介護保険最新情報 Vol.７７９＞ 

 

問１ 令和２年２月 24 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準

等の臨時的な取扱いについて（第２報）」で示された取扱いは、都道府県等からの休業の要請を受けて

休業している場合に加えて、感染拡大防止の観点から 介護サービス事業所（デイサービス等）が自主

的に休業した場合も同様の取扱いを可能としているが、同じく感染拡大防止の観点から、利用者の希望

に応じて、①通所サービスの事業所におけるサービス提供と、②当該通所サービスの事業所の職員によ

る利用者の居宅への訪問によるサービス提供の両方を行うこととし、これら①②のサービスを適宜組

み合わせて実施する場合も、同様の取扱いが可能か。 

（答）可能である。 

 

問２ 問１の取扱いが可能である場合、事業所におけるサービス提供と居宅への訪問によるサービス提供

を組み合わせて実施することにより、人員基準が満たされなくなる場合も考えられるが、そのような場

合であっても、減算を適用しなくとも差し支えないか。 

（答）差し支えない。 

 

〇新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて 

（第６報）＜令和２年４月７日付介護保険最新情報 Vol.８０９＞ 

 

問１ 通所系サービス事業所（通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護に限る。以下、同

じ。）が都道府県、保健所を設置する市又は特別区（以下、「都道府県等」という。）からの休業の要請

を受けた場合において、利用者等の意向を確認した上で、その期間に行う電話による安否確認につい

て、介護報酬の算定が可能か。 

（答）通所系サービス事業所が、休業の要請を受けて、健康状態、直近の食事の内容や時間、直近の入浴

の有無や時間、当日の外出の有無と外出先、希望するサービスの提供内容や頻度等について、電話によ

り確認した場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用日については、１日２回まで、相応の介護報

酬の算定が可能である。具体的な算定方法については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービ

ス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月 24 日付厚生労働省老健局

総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）別紙１を参考にされたい。なお、対応にあたっては、職員

が自宅等から電話を行う等、柔軟に検討されたい。その際には、電話により確認した事項について、記

録を残しておくこと。 

 

 

 

 



問２ 問１の取扱について、通所系サービス事業所が都道府県等からの休業の要請を受けていない場合に

おいても、感染拡大防止の観点から、利用者等の意向を確認した上で行う電話による安否確認につい

て、介護報酬の算定が可能か。 

（答）通所系サービス事業所が、健康状態、直近の食事の内容や時間、直近の入浴の有無や時間、当日の

外出の有無と外出先、希望するサービスの提供内容や頻度等について、電話により確認した場合、あら

かじめケアプランに位置付けた利用日については、１日１回まで、相応の介護報酬の算定が可能であ

る。具体的な算定方法等は問１の取扱いと同様である。 

 

〇新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて 

（第７報）＜令和２年４月９日付介護保険最新情報 Vol.８１３＞ 

 

問２ 通所リハビリテーション事業所及び介護予防通所リハビリテーションが、都道府県、保健所を設置

する市又は特別区（以下、「都道府県等」という。）からの休業の要請を受けた場合、利用者等の意向を

確認した上で行う、その期間の初回に行う電話等による居宅の療養環境等の確認について、介護報酬の

算定は可能か。 

 

（答）通所リハビリテーション事業所が、休業の要請を受けて、健康状態、居宅の療養環境、当日の外出

の有無と外出先、希望するリハビリテーションサービスの提供内容や頻度等について、電話等により確

認した場合、あらかじめケアプラン に位置付けた利用日について、初回のみ、相応の介護報酬の算定

が可能である。 

介護予防通所リハビリテーション事業所についても同様に日割り計算上の日にちに含める可能であ

る。 

なお、対応にあたっては、職員が自宅等から電話を行う等、柔軟に検討するとともに、電話により確

認した事項について、記録を残しておくこと。具体的な算定方法については、「新型コロナウイルス感

染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月 24 

日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）別紙１を参考にされたい。 


